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契約書 

様(以下「甲」という。)及び（社）日本パーソナルコーディネーター協会 (以下「乙」という。)は、 以 

下のとおり合意し、本契約書(以下「本契約」という。)を締結する。  

  

第 1 条(目的) 甲は乙に対し、以下の各業務(以下「本業務」という。)を委 託し、乙はこれを受託

する。  

1 LINE マーケティングに関する コンサルティング業務  

2 上記の他、甲及び乙が別途合意する業務   

3 前各号に付随又は関連する業務  

(サポートサービス) 申込者は以下のサポートサービスを無償で受けることができます。 ただし、本

商品に対する全額の支払いが未了である場合には、この限りではありません。 

 

 
(1)期の zoom 実践会への参加  
(2)チャットワークパートナーズグループへの参加 
(3)ZOOM 実践会講座動画配信  
(4) SNS 集客各種テンプレート  
(5)チャットワーク・ 

 

第 2 条(業務の遂行)  

1. 乙は、法令(監督官庁等のガイドライン等も含む。)、諸規範等を遵守 し、善良な管理者 の注

意をもって本業務を誠実に遂行するものとする。  

2. 乙は、本業務に関して甲が指示した場合には、当該指示に従い本業務 を遂行する。  

 

第 3 条(業務委託料)  

1. 甲は、乙に対し、業務委託料として、一括決済もしくは月額払いにて円(消費税 込)(商品名: ビ

ジネストレンドスクール)を支払 う。   

2. 振込手数料は甲が負担する。  

3. 入金後すぐに秘匿性のある資料を配布するので、入金後の返金は不可である。都合により参加

できない場合は次回の講座に振替とする。 

 

 

第 4 条(費用負担)  
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本業務の遂行に要した費用については、別途当事者間で合意した費用を 除き、すべて甲が負担

するものとする。   

第 5 条(秘密保持及び個人情報の取扱い)  

1. 甲及び乙は、文書、口頭、電子的データ、サーバー上のデータ又は物品 によるを問わず、相

手方から提供された一切の情報並びに相手方の営業上及び財務上情報(顧客情報、 個人情報

及びノウハウ等を含み、以下「秘密情報」という。)を本契約の目的のみに使用し、第三者に開示し

てはな らない。但し、以下の情報は秘密情報に該当しないものとする。  

 (1) 相手方から開示等を受けた後に、情報受領者の責に帰すべき事由によらずに公知となった

情報   

 (2) 相手方から開示等を受ける前に、既に情報受領者が取得していた情報   

 (3) 相手方から開示等を受ける前に、既に公知となっていた情報  

 (4) 相手方から開示等を受けた情報によらず、情報受領者が独自に取得し た情報  (5) 第三者

から守秘義務を負うことなく正当に入手した情報  

2. 甲及び乙は、秘密情報を善良なる管理者の注意をもって管理し、漏洩 又は盗用等が生じない

ように、秘密情報を厳重に管理するものとする。   

3. 甲及び乙は、秘密情報を、複製等を行い、又は、第三者に譲渡、貸与 その他形式の如何 を

問わず、第三者に開示又は漏洩してはならない。  

4. 甲は、本契約が終了した場合又は相手方から指示された場合に は、相手方の指示に従い、

秘密情報(書面、ビデオ、フロッピーディス ク、CD、DVD、USB メモリその他の 媒体及びその複

製物の一切を含 む。)を、返却、破棄又は処分しなければならない。   

5. 甲及び乙は、秘密情報の漏洩その他の流出があった場合又は裁判所その他の行政官庁から

開示を要求された場合には、直ちに、相手方に報告 するとともに、相手方の指示に従わなけれは

ばならない。  

6. 前各項に加え、甲及び乙は、個人情報に関しては、個人情報保護法及び関連するガイドライン

を遵守し、個人情報の保護のために適切な措置 及び管理体制を構築しなければならない。  

 

第 6 条 （契約解除） 

甲が以下に記載する禁止事項を行なった場合、乙は何らの催告をすることなく直ちに本契約の全

部または一部を解除することできるものとし、それにより乙に損害が生じた場合、乙は甲に対して、

一切の損害の賠償を請求する事ができる。 

（１）乙が提供したノウハウの二次配布、第 3 者への公開 

（２）乙に対し、甲が損害となる危害を加えた場合 

その他、禁止事項に関しては、別途説明によって解説のあった行為を含むものとする。 

（３）その他第 7 条に定める禁止事項を行なった場合 
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第 7 条 （禁止事項と資格の喪失） 

甲が次のいずれかの事由に該当した場合、乙は本契約を解除し、甲の本資格を喪失させることが

出来る。 

 （１）乙の同意なく、各講座の内容を第三者に対し開示をした場合 

 （２）本契約又は法令に違反した場合 

 （３）公序良俗に違反し、又は犯罪に結びつくおそれのある行為を行った場合 

 （４）乙の事業活動を妨害する等により、乙の事業活動に悪影響を及ぼした場合 

 （５）本資格の付与を受け続けることが妥当でない事由があると乙が判断した場合 

２ 甲は、契約の有効期間の徒過、前項による本契約の解除等により本資格を喪失した場合、乙に

対して、本事業に関する講座受講料、その他何らの返還の請求も出来ず、本契約から生ずる一切

の権利を喪失するものとする。 

第 8 条(権利義務譲渡の禁止)  

甲及び乙は、本契約上の地位並びに権利及び義務の全部又は一部を第三者に譲渡、担保設

定、 その他形態を問わず処分をしてはならない。  

第 9 条(反社会的勢力の排除)  

1. 甲及び乙は、相手方に対し、以下の各号の事項に該当しないこと及び 将来にわたっても 該

当しないことを確約する。  

 (1) 自らが、以下のいずれにも該当しないこと。  

 1 暴力団  

 2 暴力団員  

 3 暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しないもの  

 4 暴力団準構成員  

 5 暴力団関係企業  

 6 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等  

 7 その他前各項目に準ずる者又はその構成員(以下、総称して「反社会的 勢力」という。)  

 (2) 自らが、  

 1 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係を有せず、 

 2 反 社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有せず、  

 3 自己、 自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を 加える目的をも っ

てするなど不当に反社会的勢力を利用していると認め られる関係を有せず、  

 4 反社会的勢力に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなどの関与を している と認めら

れる関係を有しないこと。  

 (3) 自らの役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる 者をいう。) が反社

会的勢力ではなく、反社会的勢力と社会的に非難され るべき関係を有しないこと。  

 (4) 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約を締結するものではな いこと。 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 (5) 本契約の有効期間内に、自ら又は第三者を利用して、次の行為をしな いこと。  

 1 暴力的な要求行為  

 2 法的な責任を超えた不当な要求行為   

 3 取引に関して、相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為。  

 4 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用 を毀損する行為  

 5 甲に対する犯罪行為  

 6 その他前各項目に準ずる行為  

2. 甲又は乙が、本契約の有効期間内に、次のいずれかに該当した場合に は、その相手方は、 

何らの催告を要せずして、本契約を解除することが できる。  

 (1) 前項第(1)号乃至第(3)号の確約に反する申告をしたことが判明した場合   

 (2) 前項第(4)号の確約に反し本契約を締結したことが判明した場合  

 (3) 前項第(5)号の確約に反する行為をした場合   

第 10 条(契約の有効期間)  

本契約の有効期間は、契約締結日から 7 ヶ月とする。以後も同様とする。  

第 11 条(期間内解約)  

クーリングオフは契約日から 8 日間以内に書面での通知を受けた場合のみ 適用されます。  

第 12 条(契約の解除)  

1. 相手方について、次の各号に該当する事由が生じた場合、甲又は乙は 直ちに本契約を解除

することができる。また、この場合には、甲又は乙 が請求した場合は、当該相手方 は、甲又は乙

に対して負担する債務の 期限の利益を喪失するものとし、直ちに当該債務 の全部を支払わなけ

れ ばならない。  

 (1) 本契約に違反した場合において相当な期間を定めて当該違反の是正を 催告されるも、当

該期間内に是正されない場合   

 (2)  手形又は小切手の不渡りがあったとき   

 (3)  強制執行、担保権の実行、仮差押、仮処分又は滞納処分がなされたとき  

 (4) 破産手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始若しくは民事再生手 続開始の申 立て

又はこれらに準ずる申立てがなされたとき  

 (5) 営業が廃止されたとき、又は解散決議若しくは命令がなされたとき  

 (6) 信用状態が著しく悪化したとき  

 (7) その他甲又は乙の信用若しくは名誉を害し本契約を継続することが困難であるとき  

2. 前項に基づく解除は、相手方に対する損害賠償の請求を妨げない。  

第 13 条(損害賠償)  

甲又は乙が本契約に違反し、又は甲又は乙の責めに帰すべき事由により 相手方が損害、損失及
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び費用等(弁護士費用等を含む。)を被った場合に は、甲又は乙はその損害等を賠償しなければ

ならない。  

第 14 条(準拠法及び合意管轄裁判所)  

1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に基づき解釈されるものとする。   

2. 本契約に関連する一切の紛争については、東京地方裁判所又は東京簡 易裁判所を専属的

合意管轄裁判所とする。  

 

第 15 条(誠実協議)  

甲及び乙は、本契約に定めのない事項又は本契約について疑義が生じた 場合においては、信

義誠実の原則に従って協議をし、円満に解決を図る ものとする。 

本契約締結の証として本書 2 通を作成し、各自記名捺印の上それぞれの 1 通を保有する。  

 

本契約書に同意いたします。  

西暦    年   月   日 

甲  

住所： 

名前：                   捺印 

 

乙 

103-0013 東京都中央区日本橋人形町 3-6-8 

一般社団法人日本パーソナルコーディネーター協会  

 

 


